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厚生労働省は、「副業・兼業の促進に関するガイドライン」を策定していますが、令和２年９月１日に、このガイドラ

インが改定されました。改定後のガイドラインのポイントを数回に分けて紹介します。 

個人情報保護員会から、『「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」及び「個人データの漏えい等の事案

が発生した場合等の対応について」に関するＱ＆Ａ』を更新したとのお知らせがありました（令和２年９月１日公表）。 

今回の更新で追加されたＱ＆Ａのうち、企業において身近な内容といえるものを一つ紹介します。(最後のページへ) 

「副業・兼業の促進に関するガイドライン」が改定されました 

名刺の連絡先に広告宣伝のメール等を送ってもよいか？など 

Ｑ＆Ａで見解が示される 

 

★次号以降で、企業が行うべき労働時間管理や健康管理の内容などを紹介していきます。禁止や制限できる例外事項に該

当しない限り、副業・兼業は認めなければならないことに注意し、就業規則の規定を見直しておきましょう。 

＜ガイドラインの目的＞ 

副業・兼業を希望する者が年々増加傾向にある中、安心して副業・兼業に取り組むこ

とができるよう、副業・兼業の場合における労働時間管理や健康管理等について示す。 

＜副業・兼業の現状＞ 

・副業・兼業を希望する者は、年々増加傾向にある。 

・副業・兼業に関する裁判例では、労働者が労働時間以外の時間をどのように利用する

かは、基本的には労働者の自由であるとされている。 

・厚生労働省のモデル就業規則でも、「労働者は、勤務時間外において、他の会社等の業務に従事することができる。」と

されている。 

＜副業・兼業の促進の方向性＞ 

・人生100年時代を迎え、若いうちから、自らの希望する働き方を選べる環境を作っていくことが必要。副業・兼業は、

オープンイノベーションや起業の手段としても有効であり、都市部の人材を地方でも活かすという観点から地方創生に

資する面もある。 

・副業・兼業を希望する労働者については、その希望に応じて幅広く副業・兼業を行える環境を整備することが重要であ

る。 

・企業及び労働者が、長時間労働にならないように留意して行うことが必要である。 

＜企業の対応／基本的な考え方＞ 

・副業・兼業を進めるに当たっては、納得感を持って進めることができるよう、企業と労働者との間で十分にコミュニケ

ーションをとることが重要である。 

・使用者及び労働者は、①安全配慮義務、②秘密保持義務、③競業避止義務、④誠実義務に留意する必要がある。 

・就業規則において、原則として労働者は副業・兼業を行うことができること、例外的に上記①～④に支障がある場合に

は副業・兼業を禁止又は制限できることとしておくことが考えられる。 



新型コロナ、｢収入の減少｣「テレワークの定着」「非正

規へのしわ寄せ」への課題が浮き彫りに 

～(独)労働政策研究・研修機構調査 

 

(独)労働政策研究・研修機構が８月 26 日、５月から８月

にかけて行った「新型コロナウイルス感染拡大の仕事や生

活への影響に関する調査」の一次集計結果を公表しました。

公表された調査結果のポイントをみてみましょう。 

 

◆「民間企業の雇用者」では、就労時間や月収に揺り戻し傾

向も夏季賞与は約３割が減少 

 ４～５月にかけて「勤務日数や労働時間の減少（休業を含

む）」があった人の割合が急増したものの、７月末現在では

やや低下し、他方、引き続き増加した｢収入の減少｣がこれを

上回った。また、７月末現在も 4 月 1 日時点と同じ会社で

働いている場合の労働時間や税込み月収額の変化をみると、

いずれも５月の第２週にかけて低下した後、揺り戻されて

きたものの、７月の最終週現在でも通常月の状態には未だ

戻り切っていない。 

７月末現在の「民間企業の雇用者」（4,194 人）の直近の

月収額では、新型コロナ問題の発生前のもともと（通常月）

の月収と「ほぼ同じ（変動１割未満）」の回答が約７割

（70.2％）の一方、「減少した」割合計も４分の１を超えた

（26.7％）。また、昨年は夏季賞与（特別手当）を｢もらった｣

場合（2,495人）に、本年の支給額がどうなったか（どうな

る見込みか）尋ねると、昨年の支給額と｢ほぼ同じ（変動は

１割未満）｣との回答が半数を超えた（51.9％）一方、｢本年

は支給無し｣（2.0％）を含めて約３割（30.4％）が｢減少し

た｣と回答した。 

 

◆休業手当は｢半分以上が支払われた｣人が半数超、｢まった

く支払われていない｣が２割超 

 影響として「勤務日数や労働時間の減少（休業を含む）」を

挙げた「民間企業の雇用者」938人のうち、自身は働きたい・

働ける状態なのに、勤め先から自宅待機を命じられたことが

｢ある｣割合は６割超（64.3％）。また、｢休業｣を命じられたこ

とが｢ある｣場合（603人）の勤め先からの休業手当について

は｢休業日（休業時間数）の半分以上が、支払われた｣との回

答が半数を超えた（54.1％）ものの、｢休業日（同）の一部が、

支払われた｣（21.9％）、｢（これまでのところ）まったく支払

われていない｣（24.0％）もそれぞれ２割超みられた。 

 

◆「在宅勤務・テレワーク」の実施日数は、いったん拡大後

急速に減少 

「在宅勤務・テレワーク｣の１週間あたりの実施日数の変

化をみると、新型コロナウイルス感染症の問題が発生する

前の通常月では、７割超が在宅勤務・テレワークを「行って

いない」と回答していたが、その割合は５月の第２週にかけ

て顕著に低下し、「在宅勤務・テレワーク」が急速に拡がっ

た。しかし、５月の最終週以降は｢行っていない｣割合が揺り

戻し、７月の最終週現在で｢行っている（１日以上計）｣割合

は半数を下回っている。 

 

◆フリーランスを含めた調査結果では、｢家での食費｣を｢切

り詰めている｣割合も増加 

全有効回答者（民間企業の雇用者＋フリーランス計4,881

人）を対象に、過去３か月間（５～７月）の世帯全体の家計

収支を尋ねると、｢収支トントン｣が１／３を超えた（34.6％）

ものの、支出が収入を上回る赤字計（28.7％）が黒字計

（25.9％）を上回った。｢正社員｣は黒字計が優勢だが、｢非

正社員計｣では赤字計が 1／3 を超え（33.6％）、さらに｢フ

リーランス｣では４割超（43.2％）と高く、黒字計から赤字

計を差し引いた赤字超過が▲28.2ポイントに及んでいる。 

また、全有効回答者を対象に、｢感染の収束が見えないこ

と｣についてどれくらい不安を感じているか尋ねると、かな

り不安とやや不安を合わせた｢不安｣計が８割を超え

（86.9％）、｢不安はない｣計（9.5％）を大きく上回った。特

に｢収入の減少に伴う生活への支障｣に対する不安は、｢正社

員｣（61.3％）より｢非正社員計｣（65.6％）、｢フリーランス｣

（71.1％）ほど高く、昨年１年間の世帯年収が低いほど概ね

高まる傾向がみられた。 

 これらの結果をみると、今後の課題として、正規・非正規

を問わず｢収入の減少｣に対する対策、いったんは増加した

ものの減少に転じた「テレワークの定着」、多くの不安を抱

える「非正規へのしわ寄せ」への一層の対策が求められると

ころです。 

【労働政策研究・研修機構「新型コロナウイルス感染拡大の

仕事や生活への影響に関する調査 」（一次集計）結果（PDF）】 

https://www.jil.go.jp/press/documents/20200826.pdf 

 

「ビデオ会議に関する意識調査」 
～SB C&S 株式会社調査より 

◆調査概要 

 ＳＢ Ｃ＆Ｓ株式会社（以下「ＳＢ Ｃ＆Ｓ」）が、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大によりテレワークを導入する企

業の急増に伴い、仕事でビデオ会議を利用する機会がある

人を対象に「ビデオ会議に関する意識調査」を実施し、その

結果を公表しました。 

・調査期間：2020年７月11日～13日 

・調査対象：20～69 歳の仕事でビデオ会議システムを利用

する機会がある男女400名 

 

◆調査内容＆結果 

■Ｑ１ テレワークの導入により、影響を受けていると思

う業務は？ 



１－「社内会議」（69.5％）、２－「社外会議」（49.8％）、

３－「報告・相談」（37.8％） 

 また、営業する機会や営業を受ける機会について、ともに

７割以上の人が減ったと回答しています。 

■Ｑ２ ビデオ会議にはどのような利点があるか？ 

１－「移動時間や交通費が減る」（80.0％）、２－「無駄な

会議が減る」（42.8％）、３－「会議室の確保が不要」（40.3％） 

 対面会議と比較して、ビデオ会議のほうが時間が短縮さ

れると感じる人は約４割で、その短縮時間の平均は23.2分

という結果が出ています。 

■Ｑ３ ビデオ会議が主流になる一方で、対面での会議に

変化はあったか？ 

１－「無駄な会議が減った」（45.0％）、２－「時間をより

意識するようになった」（28.0％）、３－「事前の準備をしっ

かりするようになった」（19.5％） 

 「特に変化はない」も 24.5％ありましたが、全体的に効

率的に時間を使えるといった意見が多いようです。 

■Ｑ４ 対面会議とビデオ会議で重視することは何か？ 

対面会議 １－「相手の表情をよく見る」（42.5％）、２－

「相手に伝わりやすい言葉を使う」（41.8％）、３－「言葉

のバランスを気にする」（34.8％） 

ビデオ会議 １－「相手に伝わりやすい言葉を使う」

（41.3％）、２－「言葉のバランスを気にする」（35.0％）、

３－「会議の議題や流れをしっかり検討する」（32.0％） 

社内会議ではビデオ会議のほうが効率的だと思っている

人が半数以上を占め、社外会議で営業をする場合に関して

は対面会議のほうが効率的だと思っている人が約７割を占

めている結果も出ています。 

■Ｑ５ テレワークの導入により、今後どのようなビジネ

ススキルが重要になると思うか？ 

 １－「自身の意図を正確に伝えるコミュニケーション力」

（58.5％）、２－「見やすく、わかりやすい資料作成力」

（52.5％）、３－「会議の適切な設定、進行能力」（45.3％） 

対面会議とビデオ会議では、長所と短所、重要視する内容

がそれぞれ異なります。今後は、各々適する場面で使い分け

ることが主流になるでしょう。 

【SBC&S「ビデオ会議に関する意識調査」プレスリリース】 

https://cas.softbank.jp/press/200820_01/ 

 

 

専門的知識活かし社会に貢献する 
プロボノワークとは？ 

 

◆プロボノワークとは？ 

業務などで培った専門的知識やスキルを無償提供する社

会貢献活動のことをいいます。ラテン語のPro Bono 

Publicoの略で、「公共善のために」を意味しています。

個人での活動や企業単位での展開など、形態は様々です

が、もともとは、アメリカやイギリスの法曹関係者の間で

始まりました。また、プロボノの活動を実践する人を「プ

ロボノワーカー」といいます。日本でも新たな社会貢献活

動として大手企業を中心に取り組む動きが出ています。 

 

◆副業や兼業、ボランティアとの違い 

プロボノはあくまでも無報酬であるという点で、副業や

兼業とは異なります。また、業務などで培った専門的なス

キルや経験を社会に役立てる点で、スキルやノウハウにか

かわらずに社会的活動に貢献する一般的なボランティア活

動とは区別されています。 

 

◆期待されること 

プロボノ活動を通じて、異業種と多様なネットワークを

構築できるので、新たな価値観や知識等に触れ、自身のス

キルアップやイノベーション創出が期待されています。実

際、積極的に社員のプロボノワークを支援する企業も少な

くありません。 

例えば、証券大手のＳＭＢＣ日興證券は、社員が業務時

間の一部を社会貢献活動にあてることができる制度を導入

しています（１週間のうち１日を通常業務から離れて社会

貢献活動に充てる）。証券・金融業務で培ったスキルや知

識を活かし、貧困問題の解決や若者の就労支援に取り組む

２つの団体の活動を支援する形で展開しています。 

同社がプロボノワークを導入したのは、企業としての持

続的な成長を続けていくためには社会課題の解決に自ら積

極的に取り組む必要があると判断したこと、さらに、社会

貢献活動を通じ意識改革や業務の効率化、人材のスキルア

ップなどに結び付けたいというねらいがあります。また、

通常業務とは異なる世界と関わることで、社会課題に対す

る感度や知見が高まり、視野や人脈の広がりも期待しての

ことです。 

 

◆就活生の企業選びのトップは社会貢献度！？ 

株式会社ディスコが、2021年３月卒業予定の大学生らを

対象に、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の認知度や就職

先企業で取り組みたいこと、企業の社会貢献度と就職志望

度との関連などの調査・分析を行っています（※調査期

間：2020年８月１日～６日、回答数：853人）。 

調査結果によると、就職先企業に決めた理由のトップが

「社会貢献度が高い」30％となっています（２位は「将来

性がある」28.5％、３位が「職場の雰囲気が良い」

26.5％）。 

 

学生が社会貢献に高い関心を寄せていることがわかりま

す。 

 



(最初のページからの続きです) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10/ 12 ● 9 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付 

10/ 31 ● 9 月分健康保険料・厚生年金保険料の納付 
● 8 月決算法人の確定申告と納税・2021 年2 月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで） 
● 11 月・翌年2 月・5 月決算法人の消費税の中間申告（決算応当日まで） 
● 労働者死傷病報告書の提出（休業4 日未満の 7 月から 9 月分の労災事故について） 
● 労働保険料の納付（延納2 期分） 

◆あとがき◆ いつの間にか秋本番、コロナとの付き合いも半年たちました。今号で取り上げたテレワークやビデ

オ会議も日常になってきました。働き方がどんどん変わっていきますね。弊社でもＤＸ（デジタルトランスフォー

メーション）を進めていきます。 

お仕事 
カレンダー 

10 月 

★資料等を送付した後、相手側から、「今後、送付等はやめていただきたい」といった請求があった場合は、上記のＱ＆Ａ

の後半にあるように、「適切に利用停止又は消去の請求に応じることが望ましい」とされていることに注意しましょう。 

令和２年度の地域別最低賃金の改定状況 正式に決定！ 

令和２年度の地域別最低賃金が正式に決定されました。発効年月日とともに、地域別最低賃金の額をご確認ください。 

Ｑ 名刺交換により取得した連絡先に対して、自社の広告宣伝のための冊子や電子メールを送ることはできますか？ 

Ａ 個人情報取扱事業者の従業者であることを明らかにした上で名刺を交換した場合、相手側は名刺を渡した者が所属

する個人情報取扱事業者から広告宣伝のための冊子や電子メールが送られてくることについて、一定の予測可能性があ

ると考えられます。この場合に、従業者が取得した名刺の連絡先に対して自社業務の広告宣伝のための冊子や電子メー

ルを送ることは、「取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合」に該当すると解されます。 

 業務時間外や、事業場外で名刺交換した場合であっても、個人情報取扱事業者の従業者であることを明らかにした上

で名刺交換を行った場合は、同様に「取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合」に該当すると解

されます。現行の個人情報保護法では、個人情報取扱事業者は、保有個人データを法第16条の規定に違反して取り扱

っている場合又は法第 17条の規定に違反して取得した場合でなければ、当該保有個人データの利用の停止又は消去の

請求に応じる義務はありませんが、顧客から寄せられた冊子や電子メールの送付の停止等の要求を苦情として扱った上

で、適切かつ迅速に処理するよう努めなければならず（法第 35 条第１項）、令和２年改正法（未施行）において利用

の停止又は消去の請求の要件が緩和されたことにより将来的には対応が必要になる場合があることも踏まえ、適切に利

用停止又は消去の請求に応じることが望ましいと考えられます。  （以下略） 


